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グループタクシー利用促進事業の実施状況について

	内容
	次第に基づき以下のとおり進められた。
1　コミュニティタクシーの運行について

　宮野コミタクは、収支率は基準を達成する見込みで、乗車率は基準を達成できない見込みだが、地域の取り組みを勘案し、目標に至ったと見なし、算定年度１年目に戻すことで公共交通委員会の意見として取りまとめた。

【説明】

○宮野地区コミタク運行協議会　会長

　宮野コミタクは平成２０年から本格運行に入り、１０年が経過しようとしている。

当初より、宮野はジャンボで運行することとしており、これによって高齢者の乗り降りの利便性の向上を図った。また、大隅タクシーとの話し合いのなかで、同じ乗務員の方で運行している。大隅タクシーでは、当初オートステップのない車両であったものを、新規にオートステップのついた車両を購入していただき、利用者は助かっている。地域としては、大隅タクシーとともに歩んできた。利用者はこの３年激減してきている。市からも乗車率３０％をきるといわれ、小型への移行を提案されたが、追加便をすぐに呼べないこともあり、ジャンボにこだわっている。
熊坂は昔、市営バスが走っており、市からの呼びかけでコミタクを走らせるようになった。一部で「宮野は過去市営バスが走っていたのだから、乗車率３０％の基準はなくてもよいのではないか」との話があったと聞いている。宮野は商業施設が少ない。過去、丸喜まで延伸する議論があったが、利用者がなく、経費がかさむのはいかがか、と話があったが、最近は思い切ってやってみては、という話も出てきている。学識経験者の委員さんからは、目標値は足切の基準ではないとお話いただいているが、引き続き努力をしていきたい。

【質疑】

○Ａ委員

宮野コミタクについて、収支率は基準を達成できる見込み、乗車率が基準を達成できない見込み、ということで、要綱からいうと、両方満たすことが必要であり、基準を満たすことができなかったとなる。しかしながら、地域の取り組み、地域と事業者が目標に向けて努力されているということを勘案して、１年目に戻す、本格運行を継続することを提案する。

理由について６つに整理した。

１つめに、基準値を設けているが、これはそれに向けた努力と工夫を促し、より持続的なコミュニティタクシーへと向上されるためのものと判断している。その途上において目標達成に向けた努力をしてもらう必要はあるが、こういった判断の場において、基準を「足切り」の数値として使用するべきものではないこと。

２つめに、この段階に至るまでの間に地域のやる気がなくなり、なんら努力をしなくなった場合はそこまでだが、地域、事業者が努力を続け、継続の意思があるのであれば、その努力や意思を尊重すべきであること。

３つめに、地域にコミュニティ交通が必要になるのはこれからの１０年である。少子高齢化、人口減少も進む中、高齢者の事故も増えてきていることを勘案しても、これから必要となってくるものである。そういったなか、地域の芽を摘むことは私の本意でもないし、市の本意でもないだろうということ。

４つめに、実質的な利用者をみてみると、他地域と比べて特段少ないわけではなく、地域の役に立っていると判断できること。

５つめに、乗車率について達成できていないが、車両を小型化すれば達成できる数字であること。だたし、宮野コミタクの利用実態は、２便が平均３名超えるため、小型車では対応できない。このことや、大隅タクシーがコミタクのための車両を用意されていることから、現行の９人乗りが妥当であると考えられる部分もある。今後の利用促進や運行改善に期待し、乗車率をクリアしたと見なして、期待に変えてはどうかということ。

６つめに、少子高齢化や商店等の撤退が進む現実や、１人のヘビーユーザーの動向に数値が大きく左右されること。利用者が亡くなる等で基準の考え方についても今後議論が必要なことも考慮したいということ。

○Ｂ委員

収支率の件だが、今年度増えているが、来年度以降継続的にもらえるのか。

乗車率について波があるとのことだが、乗車の少ない便については、中型車にすることは可能なのか。

○宮野地区コミタク運行協議会　会長

協賛金については、広告をもらっているが、それ以外は回数券収入の一部のみ。今後町内及び近隣町内において、協賛金をもらう予定である。車両の小型化だが、タクシー業者といろいろと相談したが、人数の読みが難しいため困難である。

○Ｃ委員

コミタクの立ち上げ当初は、交通空白地域の解消、交通弱者を救済することを目的とし、地域、行政、業者が協働することとしていた。学識経験者の委員さんの話だと、兵庫のほうでは行政が黒子となり、かなり努力をされたことがあり、山口市ではそのようなことがないようにということであった。実際に３者協働といいながら、運行業者はお金をもらっている。市も予算の範囲内でやられている。地域の方々はボランティアのまま。協議会役員の方々は実際の交通弱者ではない。交通弱者ではない方々が困っている方々のために努力されている。その方たちの情熱を削ぐようなことを行政も事業者も決してしてはならない。コミタクの事業には、私たちの税金が入っている。以前学識経験者の委員さんが言われていたように、「網羅することは平等ではない」という考え方のもとに、交通弱者、買い物弱者のためになる地域を運行すべきで、人が多いところを運行するものではない。そう考えると、目標値は、実際のところ（宮野以外の）他の地域は達成しているが、当初より縮小しているということを考えていただきたい。縮小しているということは、切り捨てられた方々が大勢いるということ。切り捨てられた人たちの声というのは私たち運行業者が一番聞いている。前々回くらいの公共交通会議の時に、市の担当者にもコミタクに乗って生の声を聞くよう提案したが、市からは悲しい答えがあり、学識経験者の委員さんより怒っていただいた。

コミタクに時々乗って話を聞いただけでは分からないし、乗っている利用者は切り捨てられた方ではないので、過去利用して、現在乗れない方の話を聞いてほしい。昔はコミタクを利用していたが、利用方法を変更してタクシーを利用している方もいる。コミタク単体で考えると悲しい思いをしている。目標値にこだわることは、税金を有効活用しなければいけないという市の立場も分かるが、コミタクのコンセプトを思い出してほしい。

まず、ひとりが１台で出かけていたものが乗り合わせることにより、低炭素化になるということ。また、安価に外出できることにより外出機会が増えるということ。外出が増えることにより、経済の活性化につながること。コミタクで外出し、人と出会うことにより、高齢者の認知症防止、健康増進につながり、医療費の削減にもなる。行政の補助金は、実はいろいろな面で生きているということを考えていただきたい。目標３０％に満たなくても、十分活用されている。低炭素化等から考えても元はとれている。

目標達成のために行政が頑張れば頑張るほど、運営側は萎縮して、やる気もなくなり減便していく。それにより交通弱者は切り捨てられていく。目標値は必要ではあるが、これがいかに恐ろしいものかをよく考えていただきたい。学識経験者の委員さんたちが日頃から言われている、本当に困った人たちを助けないといけないということを行政側には十分理解していただいて、各地域の協議会に出られたときの発言には気をつけていただきたい。

○Ｂ委員

乗車人数が３年目に大幅に減っている。これは延べ人数だと思うが、利用者の人数が分かるか。

○Ｃ委員

車両の件について言うが、大隅タクシーがいれば発言されただろうが、ジャンボにしたり、小型にしたりは、事業者としては絶対にやりたくないこと。小型にすると、追加車両が出ることがあり、結果的に経費の削減にはならない。また、延べ人数については、集計しているが、利用者の数については、タクシー会社でないと把握できない。市の報告様式のなかには項目がないため、協議会の時にはタクシー会社からこういう方たちが乗車している、という報告はしているが、実際には乗務員でないと把握していない。今日は大隅タクシーが来られていないため分からない。

○委員長

それでは、宮野コミタクについては、目標に至ったと見なして１年目に戻すということとしてよろしいか。

○委員

意義なし

２　第二次山口市市民交通計画(山口市地域公共交通網形成計画)の策定について

【説明】

○国土交通省中国運輸局山口支局首席運輸企画専門官

山口市では地域公共交通総合連携計画である山口市市民交通計画を平成１９年に策定されている。その計画があって、今度地域公共交通網形成計画を策定される予定である。前の計画があって、次の計画を策定しなくてはならないことについて説明する。

地域公共交通活性化再生法は平成１９年に策定され、９年あまり。割と新しい法律である。この法律のできた経緯は、マイカー社会の発展により、交通事業者の赤字による減便、さらなる赤字、という悪循環が起こっていたため。さらに、利用者がないからといって削減していっては、公共交通がないと外出できない人が外出できなくなり、地域の活性化にも支障が生じることとなることから策定された。

その中で、法律の趣旨に基づき、国の施策として、翌２０年度から新規事業として、地域公共交通活性化再生事業（通称：総合再生事業）というのがあった。この地域公共交通総合連携計画に位置づけられている事業について、パッケージで補助するという内容となっている。

活性化再生法は規制することが目的ではなく、悪循環を断ち切って持続可能な公共交通網の形成に資するように、地域公共交通の活性化、及び再生のための地域による主体的な取り組み、創意工夫をすることを目的としている。地域で公共交通の活性化に取り組もうという法律である。

活性化再生法に基づき、地域の関係者でつくる協議会で、地域公共交通の活性化及び再生をする連携計画を作ってもらい、その中の事業をパッケージで支援するもの。山口市では平成１８年４月に公共交通対策推進協議会を設置され、平成１９年９月に山口市市民公共交通計画を策定された。これは、全国的にも大変早い取り組みであり、先進地域である。

平成２２年までの地域公共交通活性化再生法に関する取り組みを資料５ページに掲載している。これらについては、事業仕分けの結果、２２年度をもって一旦廃止となった。主に再生総合事業や市町村に周ったようなバス路線に対する補助、離島やバリアフリーに対して支援をしていた。

続いて６ページ。平成２３年度からの新しい制度として地域公共交通確保維持改善事業（通称生活交通サバイバル戦略）がある。なぜサバイバルというかは、生き残るという意味がこめられている。生活交通の生き残り作戦である。先の再生総合事業との大きな違いはパッケージではなく個別の補助であること。

７ページ。制度の改正もあったが、負のスパイラルは変わらず、利用者の減少は止まらなかった。そこで、地域公共交通に求められる役割を見直すこととなった。活性化再生法が有名事実化してしまった理由として、基本理念がなかったからだと学識経験者から言われていた。先に話した持続可能な地域公共交通網をつくるために、地域が主体的に取り組み、創意工夫してつくることが目的となっていたが、地域公共交通網がなぜ必要か、目的が薄れてきてしまった。当初は法律設定に明確な目的があったと思われるが、政権交代によって考え方が変わり、なにを目的に活性化再生をするか引き継がれてなかった。

そこでもう一度地域公共交通に求められる役割を見直すということで、９ページに掲載しているとおり解決の方向性を見出した。観光などの民間事業の枠組みから脱却して、地域公共団体が取り組むなど、住みやすく、活力に満ちた地域社会の実現に向けて、地域公共交通の再編を進めることとなった。

１０ページ。地域公共交通を民間任せに運営しているのは日本だけ。そこで制定されたのが、交通基本法。平成２５年１２月４日に施行された。これにより交通政策の国としての基本理念が定められることとなった。内容については、理想論のようなことが記載してあり、具体的なことはないが、どちらかというと憲法のようなことが書いてある。これが制定されたことにより、政権に左右されることがなく、目指す目的を統一することができたといえる。

１１ページには交通基本法を抜粋している。国の責任のようなことが記載されている。これまであった枠組みを変えるものとなっている。

１２ページ。この交通基本法ができたことにより、返り咲いた活性化再生法について。平成２６年度には、地域公共交通総合連携計画が廃止とある。山口市でも山口市市民交通計画として定めてもらったが、法律的、制度的には廃止となっている。その他に乗継円滑化事業も廃止となっている。

そこで、資料１３ページ、平成２７年度から、これまでの交通は交通、まちづくりはまちづくりというふうに別々に考えられていたものを、面的、まちづくり一体となって考えることが必要だろうということになった。新たに作る交通の法定計画である地域公共交通網形成計画（通称：網形成計画）では、連携計画に追加して、コンパクトシティや面的な公共交通のネットワークを形成することを目標としている。コンパクトプラスネットワークのまちづくりを実現するために、事業者と協議の上、地方公共団体が協議会を開催して、コンパクトプラスネットワークを盛り込んだ形成計画を作成していくこととなる。これが次の山口市の交通マスタープランとなる。

１４ページ。地域公共交通網の作成について。交通政策基本法や活性化再生法を実現するために具体的になにをするかを地域公共交通網形成計画のなかに記載してもらうこととなる。この計画を作成することによって、交通基本法の理念を具体化することとなる。これは地方公共団体の交通マスタープランになるため、市の交通担当者が替わってもずっと引き継がれていくこととなる。交通に対する遺言状のようなもの。

１５ページ。地域公共交通網形成計画は地域にとって望ましい地域公共交通網の姿を明らかにするマスタープランとしての役割を果たすこととなる。地域の取り組みが計画的に進められることで、限られた資源を有効活用して、持続可能な公共交通網の形成が図られることとなる。

メリットとしては、地域公共交通網の憲法となることから、地域が議論して実施していくことで、地域の持続化をまとめた計画となる。自治体のなかで、乗り継ぎ路線をなぜここに整備するのか、なぜコミバスをここに走らせるかなど地域公共交通の施策を進めるにあたってのよりどころとなる。具体的な方針を書く必要があるから、地域が目指すべき将来像、公共交通の目指す役割を明確にしたうえで活性化再生に向けた取り組みを定めていくこととなる。まちづくりや観光振興地域戦略等の上位計画と齟齬のないように一体性を確保する必要がある。

また、地域全体を見渡した地域公共交通網形成という観点から基本方針をつくる必要がある。鉄道の活性化やコミュニティバスを入れるためだけといった局所的な計画にならないように市全体を見渡した計画をつくる必要がある。作る際には区域を定めるが、公共交通網をすべからく取り上げて議論をしていく必要がある。現状がどうなっているか、役割分担をどうしていくかしっかり議論していく必要がある。

さらに、地域の特性に応じた多様な交通サービスを組み合わせていくことになる。たとえばどこもかしこも大きな路線バスを走らせるのは適当ではない。この地域であればミニバンやセダンでもいいのではないかなどの議論が必要である。

そして、一番重要だと思うが、住民を含めた関係者が、しっかり連携をしていくということ。自治体だけ、事業者だけが頑張るものではなく、住民も主体性をもって携わり、関係者全員が連携して取り組むものである。住民の主体性とは、「ここに走らせてくれ」といった要望ではなく、山口市の身の丈にあった計画になるようまち全体を見回していただき、実現可能な計画を地域住民も自ら考えてほしいということ。まち全体については、１６ページに区域の確保ということで、個別局所的にならないよう注意と記載している。

１７ページ。計画に掲載するものを記載している。計画には、どんな事業にするか、事業の主体は誰かを掲載することとなっている。達成状況の評価があるが、網形成計画を作成するにはまず、まちとしての事業の方向性を決めて、課題を解決する事業を掲載することとなる。その事業は交通事業者あるいは自家用有償なら山口市が主体となる。それについて、毎年何人が乗ったか等達成の評価、計画期間を書くようになる。

１８ページ。都市計画等との調和を図る必要がある。

１９ページ。協議会について書いてあるが、１点注意事項がある。独禁法を鑑みる必要があるということ。協議会には交通事業者が参加されているが、網形成計画を策定するにあたり、利用者のサービスに係る部分、料金、運行時刻、走らせる場所について、ここはこの事業所、あちらはあの事業所、というようなことを協議会でされると独禁法に抵触するのでご留意いただきたい。

２０ページ。公共交通網形成計画だが、１１月末までに、全国で１９４件の計画が国土交通省に送付されている。資料中、黄色い部分は、次の計画の事業である地域公共交通再編計画に取り組んでいる団体。ピンク色は地域公共交通再編計画について、すでに認定を受けている団体。

２１ページ。網形成計画のなかに、地域公共交通特定事業を盛り込むと、国の補助金がもらえる。特定事業だが、２２ページに６つ掲載している。地域公共交通再編事業が一番関係してくる。再編事業だが、網形成計画を策定した次の段階になるので、割愛する。

３１ページ。再編事業の認定を受けると、強制力があり、計画を阻害する要因の禁止がある。勝手な新規参入ができなくなると同時に、計画に記載してあることに対して、事業者が簡単にやめることもできない。以上簡単ではあるが、説明とする。

【質疑】

○Ｄ委員

進め方について、アンケートの意見を見させていただいたが、高齢者及び高齢化となる不安からきめ細かい体系をなんとかしてとの意見がある。せっかく５千人にアンケートして１/３の方から回答があったので、なるべく声を反映して計画を進めていけたらと思う。そのために、データ的な集計は当然だが、自由意見部分についての評価や、個別に検討会をする等実施していただきたい。それから、パブコメだけでなく、予算の関係もあると思うが、シンポジウムを開催するなども検討していただきたい。

○事務局

自由記載欄はたくさん意見をいただいている。統計そのものも進行形で、自由記載欄の分類についてもおおまかに分類している段階であり、十分な分析に至っていない。このなかで、大変良い御意見もあるし、実現が難しいことも書いてあり、これらについて周知していかなければいけない。そのあたりの仕分けをしながら、個別の検討会については、その段階でできるかは分からないが、分析をするなかで事業者も含めて開催したほうがよいということになれば検討していこうと思う。また、今回、公共交通について、事情を知らない方が圧倒的であることがアンケートでよく分かった。正しく公共交通について情報発信するにあたり、シンポジウムというやり方をするのはひとつの方法である思うので、それも含めてこの委員会のなかで検討していければと思う。

○Ｄ委員

ぜひ検討いただきたい。先ほどの意見とかぶるが、高齢者による事故が頻発し、社会問題になっている。今回の計画において、根本的な構えとして、その部分との関係を捉えた計画にできれば思う。

○Ｅ委員

私の作成したアンケートに関する資料を配っている。アンケートの自由意見について全て目を通した。市民の意見は切実で、市の予算も考えれば無理難題は言えないが、今は自動車をもっているけれども、将来公共交通に乗りたいので継続しておいてほしいとの声が多い。高齢者が病院等に行って往復するのに、バスの利用はステップが高く困難。毎回タクシーというわけにもいかないので公共交通における工夫が必要。

実態として、学校の送迎について、バスや鉄道が不便であることにより、保護者が行っている例が多い。朝夕の渋滞は大人の通勤に加えて子どもの通学が拍車をかけている状態。市内の朝の渋滞が解消されない悪循環が起きている。自由記述欄は、今後の公共交通のあり方や方向性が分かるので、分析いただくと、予算の範囲内で市民の要望に答えられるようになるのではないかと思う。コミュニティバスは特に要望が強い。評価されている。防長バス、ＪＲバスの小型化、中型化を提案している意見がたくさんでている。

また、公共交通の乗り継ぎが悪い。一の坂交通交流広場や新山口駅のバスターミナルは整備されているが、まだまだ足りない。先日、北九州に行くのに新山口駅までバスで行ったが、乗り継ぎの便が悪い。バスが遅れる。乗り継ぎの停留所も遠いところもあった。鉄道を使うよりもコストが高いし、車を使うよりかなり高い。これでは市民もやはり遠出するにも車を使うだろう。国道９号線には、新山口から県庁方面に行くバスがなくなっている。吉敷に住んでいる人間は湯田温泉まで出ないといけない。コミバスで行くしかないが、コミバスは湯田温泉駅前しか停まらないので、高齢者には無理である。バスターミナルがあれば、コミバスから路線バスに乗り継ぐことが可能である。矢原駅は車で送迎する場所がない。お金をかけない方向で接続を改善してほしい。西鉄バスは乗客が多いこともあり、そのあたりがきめ細かい。マニュアルが徹底しており、サービス精神も徹底している。運転手もプロ意識が高い。防長バスもジェイアールバスもこれだけ利用者が少ないと運転手のやりがいがないだろう。たくさん利用者がいれば責任感がでる。コミバスはお礼を言われているので、各事業者もサービス精神を出して、利用者を増やしていけば、感謝してもらえるようになる。民間であっても半分は市民サービスの向上のためにあるバスだと思っているので、営業努力をしてもらいたい。乗務員の勤務状況が悪いと聞いている。構造的問題がある。

○Ｆ委員

計画については、アンケートと車座トークなどその他の状況も加味して市民目線で策定していただきたい。

○委員長

車座トークでの意見もフィードバックしていく予定である。

３　阿東生活バス運行の一部見直しについて

承認

【質疑】

○Ｆ委員

バス路線の見直しをしていただけるとのことで、ありがたいと思っている。

生活バスは今後頼りにしてくる人が増えてくることから、利用者が減っていることだけで判断するのは早計であるとずっと言ってきたが、これまで変更されてこなかったのが残念。一事業者からの提案でこのようになったのが残念でならない。一事業者からの提案ではなくて、全体的に市民の意見を聞いていただきたかった。現在運行しているもう一事業者についても一緒に見直しをしていただきたかった。今生活バスが通っていない地域を含めて全体的な見直しをしていただきたかった。公平な協議をさせていただきたい。今回の見直しについてはありがたく思っている。

○事務局

この度の阿東生活バスの見直しについては、これをもって終了というわけではない。阿東はグループタクシーの利用実績も悪いなか、生活バスの実態を事業者から聞いて、まずはそこをクリアできないか、ということで今回の変更となった。今の生活バスの実態が、阿東の生活のニーズにあっているかというと、合併前からの運行していた路線がほとんどであり、合併後のニーズ変化についても聞こえてきているので、全体的な見直しはいずれにしても必要であると思っている。今後地域検討会をする予定としているが、阿東は広いので、全体の合意は難しいという面があるが、まずは全体の検討会をしてから地域に出て行くようなことを考えている。そのなかで個別の話は多くでてくると予想している。地域で担っていただくことがどれだけあるか、タクシー事業者がどこまでできるのか、そういった見極めも必要であると思う。今後の課題としたい。

○Ｆ委員

その方向でお願いしたい。合併するときに、路線の変更等の話が出た。議論を地域でしたが、市の担当者と会合したときに、合併したときの路線は変えられない、しばらく変えないと言われた。手がつけられないと思っていた。手続きが大変だからというのもひとつあったと思う。変えられないと言われたので、じゃあ仕方ないと地域ではなっていた。篠目で一部変えられ、今回大きく変更いただいたことで、過去のことはさておいて、今後も進めていただきたい。

４　山口市コミュニティタクシー運行事業補助金交付要綱及び山口市コミュニティタクシー運行事業補助金交付要綱取扱要領の改正について

承認

○Ｄ委員

補助金交付要綱第６条別表１について、ベンチに購入設置は費用の１/２、上限６万円となっているが、それで収まるものなのか。

○事務局

データは手元にはないが、昨年上限６万円で２脚買われている地域がある。１脚５～６万円と記憶している。

○委員長

改正については、市推進対策協議会にて最終決定することとする。

５　平成２９年度事業計画及び予算について（案）

承認

【質疑】

○Ｄ委員

ベンチのことで先に質問したが、この予算はバス停の時刻表や路線バスのバス停ベンチや上屋の整備とは別予算なのか。

○事務局

基本的には、バス停の上屋については事業者が設置。委員会の事業ではなく、市の事業として、交通結節点の上屋については、市が負担金を出している。また、地域から上屋の要望があれば、地域が主体となり整備し、市は１/２（上限５０万）の補助をしている。委員会の予算とは別立てである。ベンチは市として設置しているものはない。地元の方が置かれていたりするもの。

○Ｄ委員

コミバスの時刻表について、各所ではがれたり、字がかすれたりしている。この整備予算は委員会とは別か。

○事務局

停留所に貼ってある時刻表は事業者が整備している。コミバスについては、市の委託事業であることから委託先の防長交通と市が一緒に点検したりしている。はがれたりしているものについては、随時貼り変えるようにしている。

○Ｅ委員

時刻表の配布について。１回の発行にあたり何冊刷っているか。

○事務局

１回あたり２万１千部である。

○Ｅ委員

全戸配布が望ましい。時刻表は改善された形跡があり、見やすくなっている。たくさん配ってほしい。

○Ｇ委員

ノーマイカーデーや公共交通週間について、継続して実施されており、ある一定の効果は出ているのではないかと思うが、２９年度実施するにあたり、目標値の設定はされているか。

○事務局

目標値の設定は現時点ではしていない。目標がないと、長年続けているだけになってしまうので、目標値ついて、今後検討していきたい。

○Ｇ委員

目標を設定されていないということでちょっと驚いた。社内でも実施するにあたり、どれくらいの効果が見込めるのか、どれくらいの目標をもってやっているのか最近よく言われる。市としても検証であったり目標であったりの設定をしていただければ。

○委員長

費用対効果からいえば当然のご指摘である。しっかり検討していくこととする。

６　平成２８年度事業の進捗状況について

承認

【質疑】

○A委員

それぞれの事業について、順調に進んでいるということだが、今後についてひとつ申し上げる。

先ほど話があったように、やはり数字で出せるものであれば数字で、なかには定性的なことで評価すべきものもあるかもしれないが、目標値の設定は必要である。来年度以降目標値を設定し、そういった視点からの評価項目をつくることも必要と考える。

もうひとつ、ここ数年継続してやっている事業があるが、ここ数年の経過を報告し、この先どうするのか、あるいはこういう傾向だから来年度はどうするかといった議論ができる仕組みにしておくと、次年度の取り組み方が見えてきやすい。単純にただ予算提案、報告をしているだけでは同じことの繰り返しである。

○Ｅ委員

子どもの公共交通機関への関わり方に興味がある。今年度は昨年度よりも公共交通教室の実施数が増えている。山口県総合支援学校については、募集案内をしていないが、ポスターを見て応募されているので、もう少し市内学校に呼びかければ、実施したいという学校があるのではないか。特に知的障がいを持つ子どもは、バスに乗る訓練をする学校があるので、市のほうが事業所と行くと学校としても助かると思う。また、小学校・中学校の間に公共交通機関に乗ったことがなく、乗り方が分からない児童・生徒が増えている。将来困ることとなる。都市部では、ＩＣカードを利用し、簡単に乗り降りできる。山口ではＩＣカードの導入は厳しいと思うが、便利なものであるので、紹介してもいいと思う。旅行に行けない子どもについては、公共交通に乗るのはハードルが高い。

パーク・アンド・ライド、サイクル・アンド・ライドについては、大事な事業だと思う。パーク・アンド・ライドは、駅と駐車場が近くないと利用しない。駐車場は登録制にしているが、これでは近くのスーパーなどに停めるようになる。近くのスーパーの駐車場の一部でも借りて増やせたらよい。各駅のより近くに駐車できたらよいと思う。それから、宇部線とのビール列車について、山口線でも実施していただきたい。レノファの試合時はキャンペーンをして、公共交通利用を推進するべきである。コミバスにレノファの広告を無料で掲載して走らせるとよいのではないか。公共交通機関全体でレノファを応援する。もっとアピールすべき。

○事務局

レノファについて、今年度ではないが、昨年度、スポーツ関連の部署と連携して、シーズン開幕にあわせてキャンペーンを行った。また、嘉川タクシーのご好意によって、佐山コミタクについては、市環境部と連携して、レノファラッピングコミタクを走らせている。今後もレノファとの連携について積極的に取り組んでいきたい。

７　平成２７年度生活改善事業計画の評価について

承認

８　報告事項

○Ｄ委員

要件を緩和されたことが利用者増につながってきているようだが、この制度の広報、市報にどの程度出しているのか、要綱のただし書きについて、知っている人が少ないのではと思う。該当地域について、エリアマップを作成して重点的に呼びかけるなどできないか。

○事務局

広報については、１０月の改正について、市報および現在申請している代表者に案内、また地域交流センターにチラシを送付するなどした。今後も積極的に周知を図りたい。

マップについては、各地域に示しているようなことはしていないが、申し込み希望者から相談があれば、すぐにエリアの確認をするなどして回答することとしている。

○Ｅ委員

朝日新聞に免許返納にためらう高齢者についての記事が掲載されている。自治体がバスの半額券やタクシー券を交付したりしている。山口県、市、民間業者が連携して、免許返納者に対する制度をつくるのが喫緊の課題である。

○委員長

他に意見がないようなら、これをもちまして本日の議事を終了いたします。

長時間にわたりおつかれさまでした。
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